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１－１．新輸出大国コンソ－シアムの趣旨 

 ＴＰＰを契機として、我が国は、 
   工業品だけでなく、農産品・食品も、 
   モノの輸出だけでなくコンテンツやサービスなども積極的に海外展開する、 
  「新輸出大国」を目指す。 
 「新輸出大国」実現のためには、その重要な担い手となる中堅・中小企業が積極的に海外
展開に挑戦できるよう、その取組を応援する必要がある。 

 中堅・中小企業が海外展開を図る上では、製品開発、国際標準化から販路開拓に至るま
での総合的な支援が必要。 
 
 

 従来の「中小企業海外展開支援会議」を発展的に継承し、「新輸出大国コンソーシアム」を
設立。 
 海外展開を図る中堅・中小企業に対して、専門家が寄り添い、技術開発から市場開
拓に至るまで、様々な段階に応じて、場合によっては複数の機関が連携して支援策を
提供するなど、総合的な支援を可能とする体制を構築。 

 各支援機関がその支援に関する活動計画を策定し、中堅・中小企業に対する海外展
開支援の経験や計画を共有する場を提供することにより、より緊密な連携による支援を
実現する。 
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専門家による支援 

 
  各支援機関は、活動方針や取組事項について、
数値目標の設定などの  具体化を                                  
図った計画を策定し、共有。 

 
 取組事項について、支援機関相互でどのような協
力ができるか、様々な可能性を模索し、支援機関
間の連携を深める。  

 
 輸出促進に向けてさらに講ずるべき政策について検
討。 
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NEXI 

JICA 

中小機構 日本規格協会 

商工会 

商工会議所 

その他機関 

自治体 

NEDO 

支援機関相互の緊密な連携 より緊密な連携に向けた今後の進め方 

新輸出大国コンソーシアム構成機関による会議 

１－２．新輸出大国コンソ－シアムの全体像 

 支援機関が連携して、中堅・中小企業の海外展開を
支援。 

 海外ビジネスに精通した専門家が寄り添い、技術開
発から市場開拓に至るまで、様々な段階で中堅・中
小企業を支援。 
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２．関係機関等 

 一般財団法人海外産業人材育成協会 

 株式会社海外需要開拓支援機構 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館 

 独立行政法人国際協力機構 

 株式会社国際協力銀行 

 株式会社商工組合中央金庫 

 一般財団法人食品産業センター 

 国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 一般社団法人全国銀行協会 

 全国商工会連合会 

 一般社団法人全国信用金庫協会 

 一般社団法人全国信用組合中央協会 

 一般社団法人全国地方銀行協会 

 全国中小企業団体中央会 

 一般社団法人第二地方銀行協会 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構 

 一般社団法人中小企業診断協会 

 一般財団法人電気安全環境研究所 

 一般財団法人日本規格協会 

※新輸出大国コンソーシアムは、地方自治体、金融機関、商工会議所、商工会等の、コンソーシアムを通じて中堅・中小企業の海外展開に貢献するこ

とが期待される支援機関が参加を希望する場合には、参加していくこととする。「支援機関」とは、自らが中堅・中小企業の海外展開のための支援施策

を講ずる機関を言う。 

 日本商工会議所 

 株式会社日本政策金融公庫 

 日本税理士会連合会 

 公益社団法人 

日本ニュービジネス協議会連合会 

 一般財団法人日本品質保証機構 

 日本弁護士連合会 

 日本弁理士会 

 一般社団法人日本貿易会 

 独立行政法人日本貿易振興機構 

 独立行政法人日本貿易保険 

 経済産業省 

１．新輸出大国コンソーシアムを構成する機関 

 金融庁 

 総務省 

 外務省 

 財務省 
２．関係省庁 

 農林水産省 

 国土交通省 

３ 
新輸出大国コンソーシアムの全体の事務局は、経済産業省が担うこととする。３．の活動については、ＪＥＴ
ＲＯが事務局機能を担うこととする。 

事務局 



○JETRO、中小機構、NEDO、金融機関などの支援機関を幅広く結集したコンソーシアムを設立。 

○海外展開を図る中堅・中小企業に対して、専門家が寄り添い、技術開発から市場開拓に至るまで、様々な段階に応じて、場

合によっては、複数の機関が連携して単一の支援機関では提供できないような支援策を提供するなど、総合的な支援を可能

とする体制を構築する。 

輸出・海外展開の拡大 

金融機関 

法律事務所 

JICA 

海外産業人材育成
協会（HIDA） 

JETRO 
JETRO 

地方自治体 

商工会議所 

金融機関 

NEXI 

中小機構 

工業所有権 
情報・研修館 

NEDO 

○最終的な海外展開の実現までをサポート（事業計画の策定、販路開拓の
サポート等） 
○支援機関が提供する施策を組合せて事業者に紹介。 

専門家 

中堅・中小企業 

コンサル JICA 

日本規格協会 

会計事務所 

海外においても連携し
て事業者を支援 

相談 

 複数の支援機関が協力し、支援策を組合せる
等により、より効果的な支援メニューを提供。 

経済産業局 

商工会 

等 

事務局 
（JETRO) 

等 

事業者のニーズに合
わせて施策を選択。 

○コンサルティング 
○支援措置の紹介 

支援措置の
提供 

支援措置の
提供 

事業者のニーズに合
わせて施策を選択。 

新製品・サービス
開発研究開発 

農商工連携 
地域資源 

知財取得 

国際標準化 コンビニ等と 
連携した展開 

国内の 
販路開拓 

物流効率 海外企業との 
マッチング 

海外展開計
画の策定 

現地人材確保・育
成支援 

海外現地の 
支援体制の充実 

展示会出展 
ミッション派遣 

海外バイヤー招聘 

企業の人材
育成・確保 外務省 

（在外公館含む） 
コンソーシアムと緊密に連携し，
その活動に協力する。 

連携・協力 

よろず支援拠点 

３－１．支援機関の連携による具体的な支援の進め方 
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３－２．支援機関相互の連携による支援 

支援機関Ｂ 支援機関Ｃ 

支援機関Ａ 
事務局 
（ＪＥＴＲＯ） 

 中堅・中小企業から相談を受けた支援機関は、支援
機関間で通用するＩＤ番号による会員証を付与する。
これにより、すべての支援機関における円滑な相談・
支援を確保する。 
 

 支援機関は、ＩＤ番号を活用しつつ、相互に情報を共
有し、政策手段を組み合わせつつ中堅・中小企業を
支援する。 
 

 個々の中堅・中小企業の支援に当たっては、各支援
機関が相互に連絡・調整しながらサポートを実施す
る。 

 

 コンソーシアムは、発展途上国を中心に世界全体で
約３万人に上るＨＩＤＡ（ＡＯＴＳ）の研修生の同窓会
ネットワークを活用した支援も提供する。 
 

 海外の進出先における支援機関（ＪＥＴＲＯの事務所
等）と在外公館との間のネットワークも強化し、海外
の進出先においても、複数の支援機関等が連携しな
がら、中堅・中小企業を支援する体制を構築する。 

会員証の付与 

相談 

ID番号を管理 

中堅・中小
企業 

支援機関は、相互に連絡・調整をしながら、
ニーズに応じた支援を提供。 

ＨＩＤＡ・ 
ＡＯＴＳ 

その他機関 

ＪＥＴＲＯ 
事務所 

在外公館 
相談 

連携 

中堅・中小
企業 

海外においても、JETRO事務所・在外公館
等が緊密に連携し、会員証の付与を受けた
中堅・中小企業を支援。 
 

連携 

連携 

連携 

会員証を提示して
円滑な相談・支援を
確保 

会員証を提示して
円滑な相談・支援を
確保 

３万人にのぼる同窓会ネットワーク 

情報共有 
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３－３．専門家による支援 

②紹介 

中堅・中小企業 

相互に連絡調整 

事務局 
(JETRO) 

・支援の実施 
・優遇措置の検討 

④ニーズに応じた支援 

Ｉ
Ｄ
番
号
の
付
与 

支援の実施 

・情報提供、戦略策定支援、
人材確保支援 
・マッチング、販路開拓等のサ
ポート 

・支援機関の支
援措置を受けられ
るよう調整 

４ 

１．海外ビジネスに精通した専門家をＪＥＴＲＯに配置し、
中堅・中小企業に派遣する等の支援体制を構築。 

２．専門家は、個々の支援対象企業に寄り添いながら、以
下のような総合的支援を行う。 

a. 支援機関が提供する支援措置の中から、適切な
支援を事業者が受けられるよう調整 

b. TPP・EPA等の活用方策等についての情報提供、
企業の海外事業戦略の策定、人材確保に向けた
支援 

c. 現地でのマッチング、海外工場・店舗立上げその他
販路開拓のサポート 等 

３．各支援機関は、専門家の派遣を受け、本格的に海外
展開に取り組むこととなる事業者に対しては、補助金等
の審査において加点したり、手続を簡略化するなどの優
遇措置を検討する。 

４．専門家による支援を希望する中堅・中小企業は、金融
機関や商工会議所等、支援機関の窓口に行けば
JETROへの応募方法の紹介を受けることができるように
する。 

 

支援機関B 

支援機関A 

専門家 

③
各
企
業
の
担
当
と 

な
る
専
門
家
を
指
定 

①
専
門
家
支
援
の
応
募 
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４．より緊密な連携に向けた今後の進め方 

(１)  各支援機関は、来年度以降の活動方針や取組事項について、数値目標の設定などの   
        具体化を図った計画を、可能な限り、次回会合（来年度夏までを目途に開 催）で共 
    有する。 
 
(２)提出された取組事項について、支援機関相互でどのような協力ができるか、様々な可能性

を模索し、３．の取組に反映して、支援機関間の連携を深める。 
 
(３)  これらの検討を踏まえ、輸出促進に向けてさらに講ずるべき政策について検討する。 
 
(４)  以上の検討を繰り返すことにより輸出促進に向けた取組を強化する。 
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